
議案第８７号 

 

川崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

川崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和６年 ２ 月２２日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

川崎市国民健康保険条例（昭和３３年川崎市条例第１５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第１２条中「附則第２２条」を「附則第７条」に改める。 

 第１３条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「法附則第６条

第１項に規定する退職被保険者及び同条第２項に規定する退職被保険者の被扶

養者（以下「退職被保険者等」という。）以外の被保険者（以下「一般被保険

者」という。）に係る」を削り、「、第３２条の２及び第３２条の３」を「か

ら第３２条の３まで」に改め、同条第１号ア中「（一般被保険者に係るものに

限る。）」を削り、同号イ中「附則第２２条」を「附則第７条」に改め、「神

奈川県が行う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限り、」を削り、同号

カ中「退職被保険者等に係る療養の給付に要する費用の額から当該給付に係る

一部負担金に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生活療

養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高

額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用の額並びに神奈川県が行

う国民健康保険の一般被保険者に係る」及び「及び退職被保険者等に係る国民



健康保険事業費納付金の納付に要する費用の額」を削り、同条第２号イ中「附

則第２２条」を「附則第７条」に改め、同号ウ中「国民健康保険保険給付費等

交付金（」及び「をいう。エにおいて同じ。）（退職被保険者等の療養の給付

等に要する費用（法附則第２２条の規定により読み替えられた法第７０条第１

項に規定する療養の給付等に要する費用をいう。エにおいて同じ。）に係るも

のを除く。）」を削り、同号エ中「法附則第９条第１項の規定により読み替え

られた」及び「並びに国民健康保険保険給付費等交付金（退職被保険者等の療

養の給付等に要する費用に係るものに限る。）」を削る。 

 第１４条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条第１項中「一般被

保険者に係る」を削り、「一般被保険者につき」を「被保険者につき」に改め、

同条第２項及び第４項中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

第１５条を次のように改める。 

第１５条 削除 

 第１６条（見出しを含む。）中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

 第１７条を次のように改める。 

 （基礎賦課額の最高限度額） 

第１７条 第１４条及び前条の基礎賦課額は、国民健康保険法施行令（昭和３

３年政令第３６２号。以下「政令」という。）第２９条の７第２項第９号に

規定する額を超えることができない。 

第１８条第１項第１号中「一般被保険者に係る保険料の」を削り、同項第２

号中「一般被保険者均等割」を「被保険者均等割」に改め、「一般被保険者に

係る保険料の」を削り、「一般被保険者の」を「被保険者の」に改める。 

第１９条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「、一般被保険

者に係る」を「、」に、「、第３２条の２及び第３２条の３」を「から第３２

条の３まで」に改め、同条第１号中「であって、神奈川県が行う国民健康保険



の一般被保険者に係るもの」を削り、同条第２号ア中「附則第２２条」を「附

則第７条」に改め、同号イ中「法附則第９条第１項の規定により読み替えられ

た」を削る。 

 第２０条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条第１項中「一般被

保険者に係る」を削り、「一般被保険者につき」を「被保険者につき」に改め、

同条第２項及び第３項中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

 第２１条を次のように改める。 

第２１条 削除 

 第２２条（見出しを含む。）中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

 第２３条を次のように改める。 

 （後期高齢者支援金等賦課額の最高限度額） 

第２３条 第２０条及び前条の後期高齢者支援金等賦課額は、政令第２９条の

７第３項第８号に規定する額を超えることができない。 

 第２４条第１項第１号中「一般被保険者に係る保険料の」を削り、同項第２

号中「一般被保険者均等割」を「被保険者均等割」に改め、「一般被保険者に

係る保険料の」を削り、「一般被保険者の」を「被保険者の」に改める。 

 第２５条第２号ア中「附則第２２条」を「附則第７条」に改め、同号イ中「法

附則第９条第１項の規定により読み替えられた」を削る。 

 第３１条第１項及び第２項中「から第１６条まで」を「及び第１６条」に、

「及び第２０条から第２２条まで」を「並びに第２０条及び第２２条」に、「又

は次条」を「、次条」に改め、「定める介護納付金賦課額」の次に「、第３２

条の２第１項及び第２項に定める基礎賦課額の被保険者均等割額並びに同条第

３項の規定により読み替えて準用する同条第１項及び第２項に定める後期高齢

者支援金等賦課額の被保険者均等割額又は第３２条の３第１項及び第２項に定

める基礎賦課額並びに同条第３項の規定により読み替えて準用する同条第１項



及び第２項に定める後期高齢者支援金等賦課額若しくは同条第４項の規定によ

り読み替えて準用する同条第１項及び第２項に定める介護納付金賦課額」を加

える。 

 第３２条第１項中「から第１６条まで」を「及び第１６条」に改め、同条第

２項中「から第１６条」を「及び第１６条」に、「から第２２条」を「及び第

２２条」に改め、同条第３項中「から第１６条まで」を「及び第１６条」に改

める。 

 第３２条の３第１項及び第２項中「から第１６条まで」を「及び第１６条」

に改め、同条第３項中「から第１６条」を「及び第１６条」に、「から第２２

条」を「及び第２２条」に改め、同条第４項中「から第１６条まで」を「及び

第１６条」に改める。 

 第３２条の５中「、第１５条第２項」及び「、第２１条第２項」を削る。 

 附則第２項中「、第１５条第２項」及び「、第２１条第２項」を削り、「一

般被保険者」を「被保険者」に改め、「、第１５条第２項及び第２１条第２項

中「基礎控除後の総所得金額等」とあるのは「基礎控除後の総所得金額等（当

該年度の保険料の賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合に

はその発生した日とする。以下この項において同じ。）現在において、当該退

職被保険者等が控除対象者と同一の世帯に属する被保険者であり、かつ、附則

第２項に規定する先順位者である場合にあっては年齢１６歳未満の控除対象者

の数に３３万円を乗じて得た額及び年齢１６歳以上１９歳未満の控除対象者の

数に１２万円を乗じて得た額並びに当該退職被保険者等が当該年度の地方税法

の規定による市町村民税につき、同法第３１４条の２第１項第６号に掲げる者

に該当する場合にあっては同条第６項に規定する障害者控除額の合計額を基礎

控除後の総所得金額等から控除した金額（当該退職被保険者等が特例対象被保

険者等である場合は、当該年度の保険料の賦課期日現在において、当該退職被



保険者等が控除対象者と同一の世帯に属する被保険者であり、かつ、附則第２

項に規定する先順位者である場合にあっては年齢１６歳未満の控除対象者の数

に３３万円を乗じて得た額及び年齢１６歳以上１９歳未満の控除対象者の数に

１２万円を乗じて得た額並びに当該退職被保険者等が当該年度の同法の規定に

よる市町村民税につき、同法第３１４条の２第１項第６号に掲げる者に該当す

る場合にあっては同条第６項に規定する障害者控除額の合計額を当該退職被保

険者等に係る第３２条の５の規定を適用しないものとして算定した基礎控除後

の総所得金額等から控除した金額と当該退職被保険者等に係る同条の規定を適

用して算定した基礎控除後の総所得金額等とのいずれか低い金額）とする。）」

と」を削り、「特例対象被保険者である」を「特例対象被保険者等である」に

改める。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

参考資料 

 

   制 定 要 旨 

 

 国民健康保険法の一部改正により、退職被保険者等の経過措置に係る規定が

削除されたことに伴い、所要の整備を行うこと等のため、この条例を制定する

ものである。 


